
主任介護支援
専門員研修
（養成／更新）
（注５）

　更新研修（注４）
　（有効期間満了まで１年以内の者）

介護支援専門員の資格・研修体系（静岡県）

県に
申請

登録後
５年経過

介護支援専門員再研修
　 54時間以上　※更新研修Ａと同内容
（対象者）
　①登録後５年を経過後、②介護支援専門員証の
　有効期間満了後、のいずれかに該当し、新たに
　介護支援専門員証の交付を受けようとする者

実
務
未
経
験
者

介護支援専門員
実務研修受講試験

合格者

　介護支援専門員
　実務研修

　研修時間：87時間以上
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　介護支援専門員
　専門研修課程Ⅰ
　研修時間：56時間以上
（対象者）
・就業後６ヶ月以上の者

※経験有更新者は
　 免除（注３）

主任介護支援専門員（養成）研修
　　研修時間：70時間以上
（対象者）
・原則として専門研修課程Ⅰ・Ⅱ修了者
　で一定の実務経験等のある者

（実務経験者向け）更新研修Ｂ２
研修時間：32時間以上

  　※専門研修課程Ⅱと同内容

介護支援専門員証の
          失効

※資格登録簿には
   そのまま登載され
   ていますが、更新
   履歴はリセットされ
   ます。
※主任介護支援専門
   員研修については
   有効期間が別途定
   められています

新 た に 介 護 支 援 専 門 員 証 の 交 付 を 受 け る 場 合 （ 介 護 支 援 専 門 員 と し て 実 務 に 従 事 す る 場 合 ）
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　（注１）介護支援専門員として実務に従事するには、有効期間内の介護支援専門員証（顔写真付）の交付を受けていることが必要です。
　（注２）「実務経験者」とは、現に有する介護支援専門員証の有効期間内に、介護サービス計画または介護予防サービス計画の作成者、居宅介護支援事業所の管理者、地域包括支援センターの主任介護支援専門員の経験のある方をいいます。
　（注３）実務経験者として介護支援専門員証の更新暦のある方を「経験有更新者」とします。この方は、「専門研修課程Ⅰ」が免除されます。ただし、前回、更新研修Aで介護支援専門員証を更新した方は免除されません。
　（注４）現に有する介護支援専門員証の有効期間内に専門研修課程Ⅰ又はⅡを修了した方は、更新研修から専門研修課程Ⅰ又はⅡ相当が免除されます。なお、「更新研修Ｂ１」は専門研修課程Ⅰ＋Ⅱ、「同Ｂ２」は専門研修課程Ⅱと同内容です。
　（注５）主任介護支援専門員（養成）研修を修了していても、更新に必要な研修を修了していなければ、介護支援専門員証の有効期間を更新することはできません。

（実務未経験者向け）更新研修Ａ
研修時間：54時間以上

※再研修と同内容

　介護支援専門員
　専門研修課程Ⅱ
  研修時間：32時間以
上
（対象者）
　・就業後３年以上の者
（経験有更新者）
　・更新後２年以上の者

（実務経験者向け）更新研修Ｂ１
研修時間：88時間以上

　　※専門研修課程Ⅰ＋Ⅱと同内容

県に申請

（注２）

未申請

（注１）

　経験有更新者（注３）

介 護 支 援 専 門 員 証 の 有 効 期 間 を 更 新 す る 場 合

介 護 支 援 専 門 員 証 の 有 効 期 間 を 更 新 し な い 場 合 （ 更 新 研 修 を 受 け な い ）

主任介護支援専門員更新研修
研修時間：46時間以上
（対象者）
　・主任介護支援専門員であり、一定の
　  受講要件を満たす者

県に申請

主 任 介 護 支 援 専 門 員 の 有 効 期 間 を 更 新 す る 場 合

主 任 介 護 支 援 専 門 員 の 受 講 要 件 を 満 た す 場 合
更新研修等
の修了者は
県に申請

専 門 研 修 課 程 Ⅰ ・ Ⅱ と も に 未 修 了

専 門 研 修 課 程 Ⅱ を 未 修 了
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